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【第６回】
気候変動への対応②

～再生可能エネルギー導入の方法と意義～

PwCあらた有限責任監査法人
公認会計士

太田　英男
PwCあらた有限責任監査法人

石川　剛士

こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●世界だけではなく、日本も2050年までに温室効果ガス排出をネットゼロにする、
脱炭素社会の実現に向けて大きく舵を切った。

●脱炭素経営の促進、気候変動対策予算の確保の観点から、炭素税を導入、加増す
る国が増えている。
●脱炭素経営の実現に、再生可能エネルギーの導入は必要不可欠である。

【連載スケジュール予定】
第1回 そもそもESGとは 2020年10月20日号（№1592）
第2回 ESG情報開示①～何が企業に期待されるのか～ 2020年11月1日号（№1593）
第3回 ESG情報開示②～データ品質マネジメントと第三者保証～ 2020年11月20日号（№1595）
第4回 ESG情報開示③～日本企業の現状と課題～ 2020年12月10日号（№1597）
第5回 気候変動への対応①～内部炭素価格の考え方と導入上の論点～ 2021年1月10・20日号（№1600）
第6回 気候変動への対応②～再生可能エネルギー導入の方法と意義～ 2021年2月10日号（№1602）
第7回 エンタープライズリスクマネジメント（ERM）へのESGの組込み 2021年2月20日号（№1603）
第8回 非財務情報管理のダッシュボードの導入 2021年3月1日号（№1604）
第9回 コーポレートファイナンスとESG 2021年3月10日号（№1605）

は
じ
め
に

２
０
２
０
年
10
月
の
菅
内
閣
総
理
大

臣
所
信
表
明
演
説
に
お
い
て
、
グ
リ
ー

ン
社
会
の
実
現
に
向
け
、
日
本
に
お
い

て
、
２
０
５
０
年
ま
で
に
、
温
室
効
果
ガ

ス（
二
酸
化
炭
素
等
）の
排
出
を
全
体
と
し

て
ゼ
ロ
に
す
る
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
を
目
指
す
こ
と

が
宣
言
さ
れ
た
。
全
体
と
し
て
ゼ
ロ
に
す

る
と
は
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ（Carbon Capture 

and Storage

、
二
酸
化
炭
素
回
収
・
貯

留
）や
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ（Carbon Capture, 

U
tilization and Storage

、
二
酸
化

炭
素
回
収
・
利
用
・
貯
蔵
）、
そ
の
他
の

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
技
術
等
に
よ
り
、

排
出
さ
れ
た
二
酸
化
炭
素
の
回
収
、
活

用
に
よ
り
削
減
さ
れ
る
量
と
排
出
さ
れ
る

温
室
効
果
ガ
ス
を
差
引
き
し
て
、
実
質
的

に
ゼ
ロ
を
達
成
す
る
と
い
う
考
え
方
で
あ

る
。
日
本
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
は
、

２
０
１
８
年
で
12
億
4
、
０
０
０
万
ｔ
─

Ｃ
Ｏ
２
と
さ
れ
て
お
り
、
２
０
１
３
年
を

ピ
ー
ク
に
減
少
し
て
い
る
が
、
仮
に
カ
ー

ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
等
に
よ
り
調
整
さ
れ
る

可
能
性
が
あ
る
に
せ
よ
、
２
０
５
０
年
に

ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
を
目
指
す
に
は
、
民
間
企
業

が
中
心
と
な
り
、
脱
炭
素
経
営
や
技
術
開

発
を
推
し
進
め
る
必
要
が
あ
る（
図
表
１
）。

開示からファイナンスまで

ESGの基礎知識
開示からファイナンスまで

ESGの基礎知識

（図表１）　日本の温室効果ガス排出量

（出所）　環境省「2018年度（平成30年度）の温室効果 ガス排出量（確報値）＜概要＞」　
　　（http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg-mrv/emissions/results/material/kakuhou_gaiyo_2018.pdf）２頁

ま
た
、
化
石
燃
料
を
含
む
地
球
資
源
は

有
限
で
あ
り
、
数
百
年
で
使
い
切
る
べ
き

も
の
で
は
な
い
。
持
続
可
能
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
社
会
の
実
現
に
向
け
て
も
、
脱
炭
素

経
営
は
重
要
だ
。

脱
炭
素
経
営
と
は

脱
炭
素
経
営
と
は
、
気
候
変
動
問
題
に
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開示からファイナンスまで ESG の基礎知識

（図表２）　省エネルギーとデカップリング

（出所）　PwC作成

大幅なCO2削減のために、再エネのデカップリング効果を取り込むことを念頭におきつつ、省エネにより使用
エネルギーそのものを減らす（※費用削減の観点を含む）、掛け合わせの対策が重要。

省エネの特性

化石燃料に依存する限
り、事業成長に比例し
てCO2排出量は増加す
る（省エネによるCO2削
減効果には限界あり）。

省エネを推進する場合 事業成長

将来

省エネ

CO2排出量

エネルギー使用量は削減できる

再エネ利用を
拡大する場合

再エネの特性

事業成長に比例してエ
ネルギー消費量も増え
るが、再エネ利用率を
拡大すれば、事業成長
とCO2排出をデカップ
リングする（切り離す）こ
とができる。

事業成長

将来

CO2排出量

再エネ利用

デカップ
リング

対
応
す
る
た
め
、
そ
の

事
業
活
動
に
お
い
て
二

酸
化
炭
素（

≒

温
室
効

果
ガ
ス
）を
排
出
し
な
い

経
営
を
行
う
こ
と
で
あ

る
。一
般
的
に
、企
業
は
、

そ
の
事
業
活
動
に
電
力

や
ガ
ソ
リ
ン
、
ガ
ス
な

ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使

用
す
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
使
用
す
る
と
、
ガ
ソ

リ
ン
等
で
あ
れ
ば
使
用

し
た
場
所
で
二
酸
化
炭

素
を
排
出
し
、
電
力
で

あ
れ
ば
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
力
メ
ニ
ュ
ー

で
な
い
限
り
、
発
電
所

に
お
い
て
間
接
的
に
二

酸
化
炭
素
を
排
出
す

る
。
つ
ま
り
、
事
業
が

成
長
す
れ
ば
、
そ
の
成

長
に
比
例
し
て
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
使
用
量
も
二
酸

化
炭
素
排
出
量
も
増
大

す
る
こ
と
と
な
る
。

で
は
、
ど
の
よ
う
に

脱
炭
素
経
営
を
目
指
せ

ば
よ
い
の
か
。
こ
こ
で

重
要
な
キ
ー
ワ
ー
ド
と

な
る
の
が
、「
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
」と「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活

用
」で
あ
る
。「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
」は
、
無
駄

を
省
く
こ
と
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
で

き
る
限
り
効
率
的
に
使
用
す
る
こ
と
で
あ

る
。
効
率
的
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使
う
と
い

う
と
、
高
効
率
の
設
備
を
使
用
す
る
、
と

い
う
と
こ
ろ
に
注
目
し
が
ち
で
あ
る
が
、

Ａ
Ｉ
等
を
活
用
し
た
需
要
予
測
を
参
考
に

無
駄
な
製
品
を
で
き
る
限
り
作
ら
な
い
よ

う
に
す
る
、
配
送
方
法
を
合
理
化
す
る
な

ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
無
駄
の
省
略
に
よ
る

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
果
も
大
き
い
。
た
だ

し
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
徹
底
に
よ
り
、
効

率
化
を
進
め
た
と
し
て
も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

使
用
量
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ

る
。
そ
こ
で
重
要
に
な
る
の
が「
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
」で
あ
る
。
太
陽

光
・
風
力
・
水
力
と
い
っ
た
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
は
、
二
酸
化
炭
素
等
の
温
室
効

果
ガ
ス
を
排
出
し
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
で

あ
る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
で
き
る

限
り
活
用
す
る
こ
と
で
、
事
業
成
長
と
二

酸
化
炭
素
の
排
出
量
の
増
大
を
切
り
離
す

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
の
で
あ
る（
デ

カ
ッ
プ
リ
ン
グ
）。

二
酸
化
炭
素
を
排
出
し
な
い
と
い
う
こ

と
以
外
に
も
、
石
油
や
ガ
ス
と
い
っ
た
有

限
資
源
で
あ
る
化
石
燃
料（
地
球
資
源
）を

使
わ
な
い
と
い
う
こ
と
、
海
外
に
頼
ら
な

い
国
内
で
生
産
さ
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ

り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
向
上

に
つ
な
が
る
、
と
い
う
こ
と
か
ら
も
、
再

生
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
は
重
要
で
あ
る
と

考
え
て
い
る（
図
表
２
）。

本
稿
で
は
、「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

活
用
」に
つ
い
て
、
引
き
続
き
、
整
理
を

進
め
る
。

 再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

電
力
の
調
達
手
法

企
業
が
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
を

調
達
す
る
主
な
手
法
と
し
て
、
次
の
も
の

が
あ
る（
図
表
３
）。

⑴　
電
力
会
社
か
ら
の
購
入

⑵　
自
家
発
電

⑶　
オ
フ
サ
イ
ト
Ｐ
Ｐ
Ａ

⑷　
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
証
書

⑴　
電
力
会
社
か
ら
の
購
入

電
力
会
社
か
ら
の
購
入
は
、
小
売
電
気

事
業
者
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
メ

ニ
ュ
ー
で
契
約
を
行
い
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
力
を
購
入
す
る
手
法
だ
。
小
売

電
気
事
業
者
は
、
ユ
ー
ザ
ー
ニ
ー
ズ
に
応

じ
て
さ
ま
ざ
ま
な
電
力
メ
ニ
ュ
ー
を
揃
え

て
お
り
、
会
社
に
よ
っ
て
異
な
る
が
、
発

電
時
に
排
出
す
る
二
酸
化
炭
素
を
国
内
の
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省
エ
ネ
ル
ギ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
削
減
し

た
二
酸
化
炭
素
の
環
境
価
値
で
オ
フ
セ
ッ

ト
し
た「
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
電
力
」や
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
み
の
電
力
を
供

給
す
る「
再
エ
ネ
電
力
」な
ど
、
さ
ま
ざ
ま

で
あ
る
。
日
本
で
は
、
電
力
契
約
を
締
結

し
て
い
る
事
業
者
で
あ
れ
ば
、電
力
会
社
・

電
力
メ
ニ
ュ
ー
を
選
択
す
る
こ
と
で
、
誰

も
が
取
り
得
る
比
較
的
簡
易
な
方
法
で
あ

る
。な

お
、
気
候
変
動
対
策
を
求
め
る
世
界

的
な
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
が
中
心
と
な
り
、

企
業
等
の
二
酸
化
炭
素
排
出
削
減
や
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
促
進
を
進
め
る

た
め
、
国
際
的
な
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
立

ち
上
げ
て
い
る
。
そ
の
１
つ
に
、
自
社
で

使
用
す
る
電
力
を
１
０
０
％
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
に
す
る
こ
と
を
コ
ミ
ッ
ト
し
て

参
加
す
る「
Ｒ
Ｅ
１
０
０
」が
あ
る
の
だ

が
、
Ｒ
Ｅ
１
０
０
の
目
標
を
達
成
す
る
た

め
に
は
、
使
用
す
る
電
力
が
ど
の
発
電
所

で
発
電
さ
れ
た
も
の
な
の
か
、
そ
の
由
来

を
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
、
対
応
の
可
否

に
つ
い
て
は
小
売
電
気
事
業
者
へ
確
認
が

必
要
と
な
る
。

⑵　
自
家
発
電

自
家
発
電
は
、
自
社
敷
地
内
に
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
を
導
入
し

て
、
発
電
し
た
電
力
を
自
社
の
電
力
と
し

て
自
家
消
費
す
る
方
法
で
あ
る
。
こ
の
発

電
所
か
ら
発
電
し
た
電
力
を
そ
の
ま
ま
、

自
社
の
電
力
と
し
て
使
用
す
る
こ
と
と
な

る
。
こ
の
発
電
設
備
を
自
社
所
有
せ
ず
、

発
電
者（
他
社
）所
有
と
し
、
発
電
者
と
電

力
消
費
者
の
間
で
電
力
販
売
契
約
を
締
結

し
、
初
期
費
用
を
ゼ
ロ
で
設
備
を
導
入
す

る
オ
ン
サ
イ
ト
Ｐ
Ｐ
Ａ
と
い
う
手
法
も
、

近
年
拡
大
を
み
せ
て
い
る
。

⑶　
オ
フ
サ
イ
ト
Ｐ
Ｐ
Ａ

オ
フ
サ
イ
ト
Ｐ
Ｐ
Ａ
は
、
自
社
敷
地
外

に
発
電
設
備
を
設
置
す
る
と
い
う
点
で
、

オ
ン
サ
イ
ト
Ｐ
Ｐ
Ａ
と
は
異
な
る
。
オ
フ

サ
イ
ト
の
場
合
、
発
電
所
と
自
社
を
既
存

の
電
力
系
統
な
ど
で
接
続
す
る
必
要
が
あ

る
が
、
自
己
託
送（
自
社
発
電
設
備
に
よ

り
発
電
し
た
電
力
を
電
力
系
統
を
介
し

て
、
別
の
場
所
に
あ
る
工
場
等
に
供
給
す

る
）を
除
き
、
日
本
で
は
実
用
化
さ
れ
て

い
な
い
。

一
方
で
、
海
外
、
特
に
欧
州
、
米
国
に

お
い
て
は
、
風
力
発
電
所
の
オ
フ
サ
イ
ト

Ｐ
Ｐ
Ａ
事
例
が
多
く
み
ら
れ
る
。
気
候
変

動
対
策
か
ら
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電

力
を
長
期
で
調
達
し
た
い
と
考
え
て
い
る

需
要
家
ニ
ー
ズ
と
、
中
長
期
の
確
実
な
収

益
を
見
込
め
る
こ
と
で
、
投
資
決
定
が
行

い
や
す
く
な
る
と
い
う
開
発
事
業
者
の
メ

リ
ッ
ト
が
、
一
致
し
て
い
る
こ
と
に
よ
る

も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

⑷　
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
証
書

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
証
書
は
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
環
境
価
値
が
証
書
化

さ
れ
た
も
の
で
、
電
力
使
用
量
相
当
の
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
証
書
を
充
て
る
こ
と

に
よ
り
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
を

使
用
し
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る

も
の
で
あ
る
。
日
本
に
お
い
て
は
、
非
化

石
証
書
、
Ｊ
─
ク
レ
ジ
ッ
ト
、
グ
リ
ー
ン

電
力
証
書
な
ど
が
あ
る
。
非
化
石
証
書
を

購
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
小
売
電
気

事
業
者
の
み
と
な
っ
て
お
り
、
通
常
の
企

業
が
調
達
で
き
る
も
の
は
、
Ｊ
─
ク
レ

ジ
ッ
ト
も
し
く
は
グ
リ
ー
ン
電
力
証
書
と

な
る
。

証
書
は
、
電
力
契
約
を
直
接
行
う
こ
と

の
で
き
な
い
テ
ナ
ン
ト
等
に
お
い
て
も
活

用
可
能
で
、
Ｒ
Ｅ
１
０
０
の
目
標
達
成
に

は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
所
が
紐

づ
け
ら
れ
た
証
書
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
利
用

す
る
こ
と
で
目
標
達
成
が
可
能
と
な
る
。

た
だ
し
、
証
書
の
活
用
は
、
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
を
最
大
限
進
め
た
う
え

で
、
再
エ
ネ
化
し
き
れ
な
か
っ
た
電
力
を

穴
埋
め
す
る
た
め
に
使
用
す
る
こ
と
が
望

ま
し
い
。

（注１）　PPA：Power Purchase Agreement
（注２）　事業者と発電者が長期の電力購入契約を締結することをコーポレートPPAと呼ぶが、事業者（電力消費者）敷地内でのコーポレートPPAを「オンサイトPPA」、敷地外での

コーポレートPPAを「オフサイトPPA」としている。
（出所）RE100のクライテリア（判断基準）等をもとにPwC作成（※わかりやすさのため、一部簡易的に表現）

（図表３）　再生可能エネルギー調達方法

小売電気事業者
からの購入

自家発電

オフサイト
PPA

電力小売が提供する再エネメニューの購入契約を締結。
既存発電設備由来の電力を購入する方法。

自社敷地内に、再エネ発電設備（自社または他社保有）を導入し
発電電力を自家消費する方法。

再エネ発電所とPPA（注１）（直接購入契約）を締結。
発電設備の新規建設に関わり長期固定価格で購入する方法（注２）。

再生可能
エネルギー証書

第三者機関（国など）が認定した再エネ証書を調達する方法。
証書

電力小売

自社敷地内
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自
家
発
電
設
備
を
置
く
こ

と
が
で
き
な
い
、
小
売
電
気

事
業
者
も
選
択
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
事
業
者
の
代
表
例

と
し
て
、テ
ナ
ン
ト
が
あ
る
。

テ
ナ
ン
ト
で
テ
ナ
ン
ト
オ
ー

ナ
ー
よ
り
電
力
供
給
を
受
け

て
い
る
場
合
、
小
売
電
気
事

業
者
を
選
択
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
こ
と
も
あ
り
、
結
果

的
に
再
エ
ネ
証
書
の
調
達
を

選
択
せ
ざ
る
を
得
な
い
ケ
ー

ス
も
多
い
と
思
わ
れ
る
。
そ

う
い
っ
た
場
合
に
は
、
テ
ナ

ン
ト
オ
ー
ナ
ー
に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
力
供
給
が
可
能
と
な
る
よ
う
、

オ
ー
ナ
ー
側
へ
の
働
き
か
け
が
必
要
だ
。

電
力
消
費
量
が
大
き
い
工
場
・
事
業
所

を
日
本
全
国
に
有
し
て
い
る
事
業
者
な

ど
、
相
当
量
の
電
力
を
使
用
す
る
事
業
者

の
場
合
、
電
力
小
売
事
業
者
と
の
連
携
や

活
用
が
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
非

化
石
証
書
を
活
用
し
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
電
力
を
調
達
し
た
い
場
合
、
将
来
を

見
越
し
て
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
所

の
開
発
を
行
う
場
合
な
ど
、
事
業
所（
電

力
消
費
地
）の
外
部
に
あ
る
発
電
所
か
ら

電
力
を
供
給
し
た
い
場
合
に
は
、
小
売
電

気
事
業
者
の
活
用
が
欠
か
せ
な
い
。
電
力

の
み
な
ら
ず
、
重
油
や
ガ
ス
と
い
っ
た
熱

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
省
エ
ネ
・
再
エ
ネ
化
の
可

能
性
検
討
も
含
め
、
そ
の
活
用
を
総
合
的

に
分
析
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電
の
今
後
を
読
む

２
０
１
２
年
よ
り
開
始
さ
れ
た
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
の
固
定
価
格
買
取
制

度（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）に
よ
り
、
太
陽
光
発
電
を
中

心
と
し
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
所

が
拡
大
し
た
。
し
か
し
、
２
０
１
９
年
度

に
お
け
る
再
エ
ネ
発
電
比
率
は
18
％
と

な
っ
て
お
り
、
２
０
５
０
年
の
ネ
ッ
ト
ゼ

ロ
に
向
け
て
は
、
一
層
の
再
エ
ネ
活
用
が

必
要
で
あ
る（
図
表
５
）。

（図表４）　再生可能エネルギー電力の調達手法比較

自家発電 小売電力調達 再エネ証書 オフサイトPPA

利用可否

〇 〇 〇 ×
オンサイトPPAも
含め、活用可能

活用可能 グリーン電力証
書、J-クレジット
が活用可能

日本においては
困難、自己託送
は制約あり

調達
可能量

少ない 中程度～多い 少ない～中程度
自社の敷地面積
に制限される。

小売電気事業者
による。

注目度が高くな
く、利用しやすい
が、流通量は多
くない。

調達価格
の傾向

低くなる 高くなる 高くなる
導入規模にもよ
るが、 再エネ賦
課金もかからず、
低くなる傾 向。
PPA利 用 の 場 合
は、サービス費
用等が必要。

電力会社が提供
している一般的
な電力メニュー
と比較すると高
い。

一般電力に加え
て、 証 書を調 達
するための費用
が必要となる。

調達の
難易度

易しい～難しい 易しい 易しい
太陽光は比較的
易しく、バイオマ
ス等は難しい。
また、自家発電
では初期費用が
必要。
オン サ イトPPA
は、契約条件の
見極めが重要。

小売電気事業者
へ問い合わせ、
比較検討。
初期費用も不要。

オフセット・プロ
バイダーへ問い
合わせて、比較
検討。
初期費用も不要。

（図表５）　発電電力のエネルギー構成
年度 2010 2015 2019

発電電力量（億kWh） 11,495 10,404 10,277
原子力 2,882 94 638
石炭 3,199 3,560 3,277
天然ガス 3,339 4,257 3,815
石油等 983 1,006 695
水力 838 871 796
太陽光 35 348 690
風力 40 56 77
地熱 26 26 28
バイオマス 152 185 262
非化石発電比率 34.6% 15.2% 24.2%
再エネ発電比率 9.5% 14.3% 18.0%

※　再エネ発電とは、水力、太陽光、風力、地熱、バイオマス。非化石発電とは、再
エネ発電＋原子力。

（出所）　資源エネルギー庁　令和元年度（2019年度）エネルギー需給実績（速
報）

　　　（https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/pdf/stte_
gaiyou2019_sokuhou.pdf）

日
本
で
の
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
調
達

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
の
調
達
方

法
に
つ
い
て
、簡
単
に
説
明
し
て
き
た
が
、

こ
れ
ら
は
事
務
所
や
事
業
所
の
電
力
使
用

方
法
、
規
模
、
立
地
な
ど
、
条
件
に
よ
っ

て
適
切
な
調
達
方
法
が
異
な
っ
て
く
る
と

と
も
に
、
国
に
よ
っ
て
も
法
制
度
等
の
違

い
に
よ
り
、
調
達
方
法
が
異
な
る
こ
と
に

も
注
意
が
必
要
で
あ
る（
図
表
４
）。

さ
て
、
一
般
的
な
企
業（
電
力
の
契
約

デ
マ
ン
ド
が
２
Ｍ
Ｗ
未
満
で
あ
る
な
ど
）

が
、
日
本
で
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力

を
調
達
す
る
こ
と
を
考
え
た
場
合
、
選
択

肢
は
あ
ま
り
多
く
な
い
。
基
本
的
に
は
、

自
家
発
電（
オ
ン
サ
イ
ト
Ｐ
Ｐ
Ａ
を
含
む
）

の
可
能
性
を
検
討
し
、
不
足
分
を
小
売
電

気
事
業
者
か
ら
の
再
エ
ネ
電
力
購
入
、
も

し
く
は
、
再
エ
ネ
証
書
の
調
達
と
な
る
で

あ
ろ
う
。

開示からファイナンスまで ESG の基礎知識
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石川　剛士（いしかわ・たけし）
PwCあらた有限責任監査法人　
サステナビリティ・サービス部門　
ディレクター
エネルギー管理士
民間エネルギー会社にて、省エネルギー、自家
発電・コージェネレーションなどの企画提案に
従事。2007年より、現職。再生可能エネルギー
の利用拡大、エネルギーおよび地球温暖化対策
に関連したプロジェクトに注力し、脱炭素経営
に向けたアドバイザリー業務、官公庁の環境・
エネルギー分野に係る委託業務経験を豊富に有
する。

太田　英男（おおた・ひでお）
PwCあらた有限責任監査法人　第三金融部　パートナー
公認会計士
PwCにおいて、サステナビリティ、再生可能エネルギー、イ
ンフラ、ESG、ファンド業界に特化した事業性評価、アドバ
イザリー業務およびコンサルティング業務を行うとともに、サ
ステナビリティに関連した会社に対する会計監査に従事して
いる。
日本公認会計士協会国際評価基準委員会対応専門委員会副
専門委員長、燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導
入支援事業費補助金の補助事業者選定に係る外部評価委員、
日本アセットマネジメント協会インフラファイナンス委員、不
動産証券化協会IFRSコンバージェンスワーキンググループ委
員、東京証券取引所上場インフラ市場研究会委員（過去）など。

一
方
で
、
一
部
地
域
に
お
い
て
は
、
す

で
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
所
の
系

統
へ
の
接
続
が
制
限
さ
れ
て
お
り
、
導
入

済
み
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
所
に

お
い
て
も
出
力
制
御
が
実
施
さ
れ
る
な

ど
、
さ
ら
な
る
再
エ
ネ
発
電
比
率
の
向
上

に
は
、
電
力
系
統
の
強
化
等
、
追
加
的
な

施
策
が
必
要
と
な
る
。
こ
の
領
域
は
、
引

き
続
き
、
政
府
に
よ
る
さ
ま
ざ
ま
な
施
策

検
討
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
が
予
測
さ
れ

る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
観
点

か
ら
、
一
定
程
度
、
化
石
燃
料
を
用
い
た

発
電
所
運
用
の
可
能
性
が
あ
る
に
せ
よ
、

さ
ら
な
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
の

導
入
が
必
要
と
な
る
こ
と
は
間
違
い
な

い
。
２
０
３
２
年
に
は
Ｆ
Ｉ
Ｔ
開
始
よ
り

20
年
が
経
過
す
る
こ
と
と
な
り
、
以
降
、

延
長
が
認
め
ら
れ
な
い
な
ど
土
地
の
賃
借

条
件
に
よ
っ
て
撤
去
せ
ざ
る
を
得
な
い
も

の
、
収
益
性
の
悪
化
に
よ
り
発
電
事
業
を

止
め
る
場
合
な
ど
、
一
定
程
度
の
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
所
減
が
発
生
す
る
た

め
、
そ
れ
ら
を
補
っ
て
い
く
こ
と
も
必
要

と
な
る
。

さ
て
、
政
府
に
お
け
る
施
策
の
実
施
に

は
予
算
が
必
要
と
な
る
が
、
政
府
の
脱
炭

素
化
促
進
に
向
け
た
予
算
確
保
の
方
法
と

し
て
、
注
目
さ
れ
て
い
る
も
の
の
１
つ
に

炭
素
税
が
あ
る
。日
本
で
も
省
エ
ネ
対
策
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
普
及
、
化
石
燃
料

ク
リ
ー
ン
化
等
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
二
酸

化
炭
素
排
出
抑
制
等
に
活
用
が
予
定
さ
れ

て
い
る「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
税
」

と
し
て
導
入
済
み
で
あ
り
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出

量
１
ト
ン
当
た
り
２
８
９
円
相
当
の
税
負

担
が
生
じ
て
い
る
。
石
油
石
炭
税
と
同
様

に
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
上
流
側
で
か
け

ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
消
費
者
に
は
実

感
し
に
く
い
と
こ
ろ
も
あ
る
の
で
は
な
い

だ
ろ
う
か
。

国
外
に
目
を
向
け
る
と
、
炭
素
税
に
相

当
す
る
税
を
導
入
し
て
い
る
国
は
20
カ
国

を
超
え
て
い
る
。
さ
ら
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
を

中
心
に
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
１
ト
ン
当
た
り

１
、０
０
０
円
以
上
の
税
率
が
か
け
ら
れ

て
い
る
国
も
多
く
あ
る
。
日
本
の
炭
素
税

も
２
０
１
２
年
よ
り
段
階
的
に
上
げ
ら
れ

て
き
た
が
、社
会
の
潮
流
を
踏
ま
え
る
と
、

さ
ら
な
る
税
率
ア
ッ
プ
の
可
能
性
も
懸
念

さ
れ
る
。

企
業
が
取
り
組
む
意
義

世
界
は
、
脱
炭
素
社
会
に
向
け
て
大
き

く
舵
を
切
っ
て
い
る
。
先
日
、
米
国
の
大

統
領
選
挙
が
行
わ
れ
、
２
０
２
１
年
１
月
、

次
期
大
統
領
へ
の
移
譲
が
進
め
ら
れ
た
。

バ
イ
デ
ン
氏
の
公
約
に
は
、
パ
リ
協
定
へ
の

復
帰
、
日
本
と
同
様
に
２
０
５
０
年
ま
で

の
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
達
成
、
気
候
・
環
境
領
域

へ
今
後
10
年
間
で
１
・
７
兆
ド
ル
の
投
資
を

行
う
こ
と
な
ど
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。ヨ
ー

ロ
ッ
パ
や
中
国
で
は
、
太
陽
光
・
風
力
発

電
メ
ー
カ
ー
の
育
成
が
進
ん
で
お
り
、
電

気
自
動
車（
走
る
蓄
電
池
）の
技
術
開
発
に

も
積
極
的
で
あ
る
。
ま
た
、
世
界
各
国
で

炭
素
税
導
入
が
検
討
さ
れ
、
導
入
済
み
の

国
で
も
排
出
さ
れ
る
二
酸
化
炭
素
ト
ン
当

た
り
の
税
率
が
上
昇
傾
向
に
あ
る
（注）
。

日
本
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
影
響
も
あ
り
慎
重
な
対
応
が
と

ら
れ
て
い
る
も
の
の
、
日
本
が
目
指
す

２
０
５
０
年
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
の
ネ
ッ

ト
ゼ
ロ
の
実
現
に
向
け
た
予
算
確
保
に
向

け
、
炭
素
税
の
活
用
も
そ
の
選
択
肢
と
し

て
捉
え
ら
れ
る
だ
ろ
う
。
こ
の
リ
ス
ク
を

回
避
す
る
た
め
に
は
ど
う
す
れ
ば
よ
い

か
。
炭
素
税
は
、
二
酸
化
炭
素
を
排
出
す

る
燃
料
に
か
け
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
こ
の
燃
料
を
使
用
し
な
い
企
業
活

動
を
行
う
こ
と
、
つ
ま
り
、
脱
炭
素
経
営

を
行
う
こ
と
が
一
義
的
な
対
策
と
な
る
。

そ
う
遠
く
な
い
将
来
、
企
業
の
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
脱
炭
素
経
営
に
つ
い
て

問
わ
れ
る
可
能
性
は
高
い
。
迫
る
リ
ス
ク

へ
備
え
る
意
味
で
も
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
活
用
を
進
め
る
べ
き
で
あ
る
。

開示からファイナンスまで ESG の基礎知識

（注）
　
参
考
：
世
界
銀
行「Carbon Pricing D

ashboard

」

（https://carbonpricingdashboard.w
orldbank.

org/m
ap_data

）


